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小山市長　様
設立者又は設立代表者　　　　　　　　　　

住　所　　
氏　名　　　　　　　　印

　　　　　　　　　　　　　　

社会福祉法人設立認可申請書

社会福祉法人の設立の認可を受けたいので、社会福祉法第31条第1項の規定により、関係書類を添えて申請します。
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（添付書類）　社会福祉法施行規則第２条第２項各号に掲げる書類　＊別記参照
〔注意事項〕
１．申請書及び添付書類は、２部（正本１部、副本１部）提出すること。
２．身分証明書、残高証明書、不動産登記事項証明書、法人登記事項証明書、印鑑登録証明書等は、可能な限り原本を添付すること。
３．写しを添付する場合は、設立（代表）者による原本証明をすること。
＜添付書類＞
· 定款
· 添付書類目録
○　設立当初の財産目録
（１）財産目録
（２）不動産目録

○　設立当初の財産が法人に帰属することを証する書類
（１）贈与契約書（建設自己資金・運転資金・土地等）の写し
※ 贈与者が地方公共団体の場合は、交付決定通知書（交付決定前の場合は、長の確約　　

　書又は補助予定通知書）
（２）贈与者の身分証明書（直近のもの）
※ 贈与者が法人の場合は、基本約款、法人の登記事項証明書、決算書（直近２か年分）
及び贈与について基本約款に定める手続きを経たことを証する書類（社員総会議事
録、取締役会議事録等）
（３）贈与者の所得証明書（直近２か年分）
（４）贈与者の残高証明書（直近のもの）
（５）贈与者の印鑑登録証明書（３か月以内のもの）
（６）公図の写し（敷地部分を色塗りすること）
（７）不動産の登記事項証明書（３か月以内のもの）
（８）抵当権等の解除承諾書
（９）上記抵当権等の解除に要する資産を証する書類（解除費用の贈与契約書、残高証明
書、代替不動産の登記事項証明書）
（10）株式名義変更確約書（株式の寄附を受ける場合）
（11）所有権移転登記確約書（贈与を受ける場合又は買い取る場合）
（12）土地価格評価書（市町村の固定資産課税台帳の評価書）（直近のもの）
（13）農地転用許可申請書（市町村の受付印後の写し）
○　法人に帰属しない不動産の使用権限を証する書類
（１）地方公共団体との無償貸与契約書（確約書）
（２）地上権設定契約書及び地上権設定登記誓約書
（３）賃貸借契約書及び賃借権登記誓約書
（４）公図の写し（敷地部分を色塗りすること）
（５）不動産の登記事項証明書（３か月以内のもの）
（６）農地転用許可申請書（市町村の受付印後の写し）
○　設立当初の会計年度及び次の会計年度の事業計画書と収支予算書
（１）事業計画書（２か年分）
（２）資金収支予算内訳書（２か年分）
○　設立代表者に関する書類
（１）履歴書
（２）身分証明書（直近のもの）
（３）登記されていないことの証明書
（成年被後見人及び被保佐人として登記されていないことの証明書）
（４）印鑑登録証明書（直近のもの）
（５）設立代表者の権限を証する書類（役員（理事・監事）の委任状）
（６）設立代表者から土地、資金の贈与がある場合は、設立代表者の代理人の権限を証する書類（委任状）
○　役員（理事・監事）就任予定者の書類
（１）役員名簿
（２）履歴書
（３）就任承諾書
（４）身分証明書（直近のもの）
（５）登記されていないことの証明書
（成年被後見人及び被保佐人として登記されていないことの証明書）
（６）印鑑登録証明書（直近のもの）
○　評議員就任予定者の書類
（１）評議員名簿
（２）履歴書
（３）就任承諾書
（４）身分証明書（直近のもの）
（５）登記されていないことの証明書
（成年被後見人及び被保佐人として登記されていないことの証明書）
（６）印鑑登録証明書（直近のもの）
○　施設建設関係書類
（１）施設建設計画書
（２）建設図面
① 位置図（2500分の1の地図に予定地を正確に示したもの）
② 案内図（住宅地図に予定地及び進入路を色分けして示したもの）
③ 配置図（敷地における建物の形状、配置が確認できるもの）
④ 平面図（各階の平面図）
（３）施設建設費見積書
（４）設備整備計画書及び設備（備品）整備費見積書
（５）補助金を受ける場合は、市町村の確約書又は補助予定通知書
（６）借入金関係書類
① 貸付決定通知書（又は内定通知書・借入申込書）
② 償還計画書
※ 独立行政法人福祉医療機構からの借入の場合は次のとおり。
① 貸付決定通知書（又は内定通知書・借入申込書）
② 償還計画書
③ 償還金贈与契約書
④ 贈与者の印鑑登録証明書（直近のもの）
⑤ 贈与者の所得証明書（直近２か年分）
⑥ 贈与者の身分証明書
※ 贈与者が法人の場合は、基本約款、法人登記簿謄本、決算書（直近２か年分）
及び贈与について基本約款に定める手続きを経たことを証する書類（社員総会議事録、取締役会議事録等）
（７）施設長就任予定者の書類
① 履歴書
② 施設長就任承諾書
③ 施設長選任理由書
④ 施設長の資格を有する書類又は施設長資格認定講習会受講確約書
（８）基本財産編入誓約書
（９）同意書（関係地権者等）　※施設所管課に確認のこと。
（10）関係法令届出書（協議書）　※施設所管課に確認のこと。
○　諸規程
（１）定款施行細則
（２）経理規程
（３）就業規則
（４）育児休業、介護休業等規則
（５）給与規程
